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○会期：２月18 日～３月22 日(33 日間)  ○市長提出案件：70 件、議員提出議案：5 件  

■市長提出案件 
 

１ 令和４年度予算及び関連議案 

(1)「令和４年度名古屋市一般会計予算」        賛成多数により原案どおり可決 

(2)「令和４年度名古屋市名古屋城天守閣特別会計予算」 

 賛成多数により附帯決議を付して原案どおり可決 

〇 本件については、自民・民主・減税・公明の４会派共同により、次の附帯決議(強い要望・意見)が提出され、３月

22日の本会議において採決を行った結果、賛成多数により附帯決議を付して原案どおり可決しました。 

 

 

 

(3)「令和 4 年度名古屋市国民健康保険特別会計予算」などの予算 15 件 

 いずれも全会一致または賛成多数により原案どおり可決 

👉（１）（２）（３）の、成立した令和４年度予算の概要は「令和４年２月定例会の概要②(速報版)」に掲載しています。 

(4)「名古屋市職員定数条例の一部改正について」など29件 

 いずれも全会一致または賛成多数により原案どおり可決 
 

 

２  令和 4 年度予算に関係のない案件 

(1)「令和 3 年度名古屋市一般会計補正予算（第 14 号）」などの補正予算９件 

  いずれも全会一致または賛成多数により原案どおり可決 

【新型コロナウイルス感染症への対応（抜粋）】                 （1万円未満は四捨五入） 

民間保育所等の児童福祉施設等職員の処遇改善 
令和４年２月から、収入を月額9,000円程度引き上げるための措置 

13億6,888万円 

地域巡回路線等維持補助金 
運輸収益の減額により、収支が悪化することによる補助の増額 

10億  300万円 

【国の経済対策等に伴う補正（抜粋）】                         （1万円未満は四捨五入） 

校舎等のリニューアル改修 
校舎等の屋上防水工事、内装・外壁改修、トイレ改修等 

80億5,759万円 

学校トイレの環境改善 
学校トイレの洋式化等 

33億3,537万円 

▼  附帯決議(強い要望・意見)の内容  ▼ 

１ 木造天守閣の昇降に関する技術の国際コンペについては、障害者団体、高齢者団体、福祉関係学識者及

び関係機関と十分に検討を行い、理解を得た上で実施すること。 
 



【その他（抜粋）】                                           （1万円未満は四捨五入） 

大規模施設整備積立基金の積立 
今後見込まれる大規模な施設整備の財源として活用するための積立 

90億円 

アジア競技大会基金の積立 
第20回アジア競技大会を開催する資金に充てるための積立 

40億円 

(2)「名古屋市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を定め

る条例の一部改正について」など13件 

 いずれも全会一致により原案どおり可決 

3  人事案件 

(1)「教育長選任について」                        賛成少数により不同意 

(2)「教育委員会の委員選任について」                     全会一致により同意 

■議員提出議案 

1 「名古屋市議会の議員の定数及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例の一部改正について」                     

 全会一致により原案どおり可決 

・次の一般選挙から、各選挙区において選挙すべき議員の数を次の表のとおり改めるものです。 

 

 

 

2 「決議・意見書」  

・次の3件の決議・意見書は、いずれも全会一致により原案どおり可決しました。 

○ロシアによるウクライナ侵略に抗議する決議 
ロシアによるウクライナへの侵略は、明らかな国連憲章・国際法違反であり、国際社会の秩序の根幹

を揺るがしかねないものであることから、本市会としても看過できるものではありません。よって、ロ

シア政府に対し、厳重に抗議するとともに、即時かつ無条件でロシア軍を撤退させ、国連憲章・国際法

を遵守するよう強く求めるものです。 

○ 障害者虐待防止法の改正を求める意見書 
障害者虐待防止法を改正し、虐待発見時の行政機関への通報義務対象に、医療従事者等による虐待を

加えるよう強く要望するものです。 

○ 成年年齢引下げ及びデジタル化に伴う消費者被害対策の推進を求める意見書 
成年になった若者の活躍を妨げないように、成年年齢引下げに伴う消費者教育の充実をこれまで以上

に進めるとともに、判断力・知識・経験などの不足につけ込んで契約を締結させる、いわゆるつけ込み

型不当勧誘について、早急に消費者契約法に取消権を整備することなどを強く要望するものです。 
 

※ 決議・意見書の全文は市ウェブサイト(市会情報)でご覧いただけます。 
 

・ふじた和秀議員に対する議員辞職勧告決議案は、賛成少数により否決しました。 

 
本紙は速報版です。令和４年5月に発行予定の｢市会だより｣(２月定例会特集号)もぜひご覧下さい。 

この定例会の概要(速報版)は、市ウェブサイト(市会情報)でもご覧いただけます。 

市ウェブサイト(市会情報)〔アドレス https://www.city.nagoya.jp/shikai/〕からお入り下さい。  

 東区 中川区 

改正前 ２人 ７人 

改正後 ３人 ６人 

 


